
外部評価個票
成果指標

①外国人延べ宿泊者数

②

③

単位

実績 万人

当初見込み

実績

当初見込み

令和３年度

２

B
　令和６年度は国際チャーター便の運航が無かったため、当該補助金の執行が行われず、執行率が
低かったもの

(評価基準)　「Ａ:妥当性が高い/Ｂ:おおむね妥当である/Ｃ:妥当性が低い」

今
後
の
対
応

①　チャーター便運航情報の把握に努め、予算の規模を適正化する
②　個人旅行が増加している現状を鑑み、個人旅行向け支援を検討する
③　新たに仙台空港に定期便が就航した高雄、タイも含めて本県の積極的な露出を図る。また、今後
有望と見込まれる市場においても本県のPRを進めていく
④　高校生や大学生の積極的な海外渡航を促す施策を検討する

重
点
取
組
テ
ー

マ

検
証
の
ポ
イ
ン
ト

④課題に対する事業手法は妥当か。 B
　依然として需要がある台湾等からの団体旅行に加え、増加傾向にある個人旅行者を対象とした誘
致対策を行っている

⑤成果指標と目標値の考え方は妥当か。 A
　国際チャーター便及び他県空港の定期便により訪れる外国人の延べ宿泊者数を指標としており妥
当と考える

⑥「執行率が50％未満の場合の要因分析」の内容・手法は妥当か。

②当初の目的や役割を一定程度達成しているのではないか。
（当初の目的・役割の達成程度からみて、継続するのは妥当か。）

A
　人口減少が進行するなか、地域活性化のためには消費単価の高いインバウンド観光客を呼び込
む必要があり、第３次おもてなし山形県観光計画の中ではR11に50万人泊の目標を掲げている

③人口減少を受けて受益者が減少し、コストに見合っていないのではない
か。（開始時から受益者が減少しても、継続するのは妥当か。）

A
　同上であり、政府においても2030年に訪日外国人旅行者6000万人、同観光消費額15兆円（2023
年：2507万人、5.3兆円）という目標を掲げている

　

項目 評価
（ABC）

評価に関する説明

課
題

①　チャーター便の有無に執行率が大きく左右される
②　コロナ禍を経て個人旅行が増加傾向にあるなかで、支援の対象が団体旅行のみである
③　本県への最大のゲートウェイである仙台空港の国際便の就航状況（香港便の減便や高雄、タイ便
の就航など）に応じたPR活動を行う必要がある
④　将来の国際人材の育成、本県の国際化のため、若者の積極的な海外渡航を促す施策が必要

全
て
の
事
務
事
業
の

検
証
の
視
点

①長く継続し、社会経済情勢の変化とミスマッチになってないか。
（開始時から社会経済情勢の変化を考慮して、継続するのは妥当か。）

B
　依然として需要がある台湾等からの団体旅行に加え、増加傾向にある個人旅行者を対象とした誘
致対策を行っている

執行率
（％）

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 26% 0%

決算額
（千円単位）

４４,１４３

その他特定財源

計 － － － １７０,８８２ １５６,８２８

一般財源 １７０,８８２ １５６,８２８

事業概要

①　県内又は県外空港を活用して山形県内に２泊以上宿泊するなど一定の要件を満たすイン
バウンド旅行商品を造成した旅行会社等に対する支援
　県内空港へチャーター便を運航する航空会社に対する着陸料及び空港施設利用料の支援

②　国際チャーター便の運航に向けたプロモーション、仙台空港等への定期便就航に向けた
プロモーション、台湾、香港、韓国等の仙台空港国際線を利用する個人旅行者の趣向に合わ
せたプロモーション

③　県民の海外渡航需要を喚起するため、県民の旅券発行経費を支援

補助概要

補助率
（最終受益者に対する補助率）

④

　令和６年度に本事業に計上されているのは、①の事業であり、当初は100往復200便の国際チャーター便の運航を見込んでいたため、
　○　当該チャーター便向けの旅行商品造成への補助にかかる経費：108,000千円
　○　同着陸料、空港施設使用料の補助に係る経費：18,552千円
　
　を計上していたが、チャーター便が運航しないことにより未執行となったもの

財源内訳
（単位:千円）

国庫支出金
県債

当初予算額
（単位:千円）

１７０,８８２ １５６,８２８

事業の目的
①県内又は県外空港を活用した誘客の推進
②国際チャーター便の誘致、増加する個人旅行客の誘客
③海外との相互交流の拡大

定額ほか

執行率５０％未満の場合の要因分析
令和３年度令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

県の裁量の有無 補助の相手方

有 旅行会社ほか

　本県空港への国際チャーター便及び他県空港からの定期便等により訪れる外国人観光客の延べ宿泊者数を指標としているもの

成果指標設定の考え方

実績

当初見込み

実績

当初見込み

２６

部局・担当課名 観光文化スポーツ部　イン・アウトバウンド推進課 ３０ ５０

令和６年度 令和７年度
令和11年度
(最終目標)

グループ名 インバウンド拡大に向けた誘客促進事業 ３ １８

成果指標及び
成果実績

令和４年度 令和５年度事業名 インバウンド拡大に向けた誘客促進事業 開始/終了(予定)年度 - / -

創設背景
（課題）

①コロナ禍を経た航空機材の不足等による本県への国際チャーター便の減少
②台湾等においては、依然、団体旅行の需要があるものの、全体的には個人旅行者の増加が
顕著
③交流人口、関係人口の増加のためには本県からも積極的に海外に赴き、交流を深めること
が必要

資料２ー④




